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１．はじめに
　筆者は北九州市における地域金融機関の経営行動に
ついて，主に店舗立地とマーケティング活動の側面か
ら調査を行ってきた．地域金融機関とは，ある一定の
地域を基盤とし，中小企業や零細企業に対して金融サ
ービスを提供する金融機関のことである．わが国では
地域銀行（地方銀行および第二地方銀行），信用金庫，
信用組合，農業協同組合等がそれに相当する．それら
地域金融機関の行動は，その立地する地域経済から影
響を受けることが容易に予想される．貸出額，支店数，
預金額など地域金融機関に関する経営指標はその地域
の経済状況から影響を受けるためである．また，経済
状況だけでなく，当該地域における金融機関間の競争
は主に貸出金利の低下となって金融機関に影響がもた
らされる場合もある．いわゆる「名古屋金利」と呼ば
れるものがそれにあたる．そして，北九州市において
は，「北九州金利」と呼ばれるような低金利の状況に
あると一部で伝えられている1）．
　このような北九州市における地域金融機関の行動に
ついてより深く理解するためには，北九州市の金融構
造のほか，北九州市の経済構造の変化を理解する必要
がある．本稿では，北九州市の経済構造について考え
るために，その人口構成や産業構造の視点から分析を
行う．特に2000年代以降の変動に焦点をあて，近年
の変化について考察する．
　北九州市の産業構造の変化に焦点をあてた分析につ
いては松田[2008]がある．その中では，産業別従業者
構成の視点から産業をとらえて1970年代以降の期間
を対象に長期的分析を行っている．一方，人口動態が
経済や金融にもたらす影響については，翁・北村
[2011]や森[2014]で議論されている．しかし，北九州
市というより特定の地域に焦点をあて，また人口動態
や産業構成から分析し，特に2000年代以降という近
年の状況について考察したものは多くない．
　本稿では，先ず北九州市における人口動態要因につ
いて考察する．その後，北九州市の経済状況を概観す
るほか，その産業構造について考える．さらに，近年
の産業構造と成長率についてシフトシェア分析を行い，
その特徴を議論する．最後に，本論で考察した結果の
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まとめのほか，北九州市経済に関する今後の見通しと
課題について検討する．
２．北九州市の人口動態
（１）北九州市の人口動態
　　　－福岡県・福岡市との比較－
　北九州市の経済構造について考察するために，その
基盤である人口動態から見ていこう．図1は国勢調査
をもとに北九州市の人口の推移（5年ごと）について，
福岡県，福岡市の人口と比較したものであり，図2は
北九州市と福岡市の福岡県における人口シェアの推移
および北九州市の人口増加率の推移を示したものであ
る．北九州市は門司市・小倉市・戸畑市・八幡市・若
松市の5市が1963年に合併して発足するが，合併以前
の1955 年の5市の人口は86.8万人を擁し，福岡県全体
（386.0万人）の22%を占め，福岡市の59.2万人よりも
圧倒的に大きい都市となっていた．これは高度経済成
長の実現に貢献した製鉄業を中心とする製造・工業経
済を反映したものであった．合併後も北九州市の人口
は増加を続け，1980 年に106.5万人でピークに達した
後に減少し始める．減少は徐々に進行し，2000年代
に100万人を割り込んで現在まで人口減少は進んでい
る．ただし，県内における人口シェアは1965年に
26.3％がピークで，北九州市の人口シェアはその後低
下を続け，2010年には19％になっている．人口増加
率でみてもその動態の変化は明確である．1965年の
10％以上あった人口増加率は1970年に0％と急速に低
下し，1985年に初のマイナスの成長率（人口減少）
となると，その後は2010年まで0 ～▲3％の間で緩や
かな人口減少率を示すようになっている．対照的に，
福岡市の人口は1955年以降，増加を続けている．近
年でこそ，その増勢は弱まってはいるが，直近で
146.4万人と近いうちに150万人を突破することは確
実視されている．また福岡市の人口シェアも1955年
の15.3％から2010年の28.9％に増加を続けている．福
岡県の人口そのものは，1965 ～ 70年頃に一時的に停
滞するものの，増加を続けて1970年頃には400万人を
超 え，2000年 に は500万 人 を 突 破 し，2010年 に は
507.2万人に達している．このように見ると，福岡市
の増勢，北九州市の減退が際立つが，これを北九州市
のみ減衰しているとみるべきではないだろう．森
[2014]ほか多くの論者が指摘するように，人口減少お
よび少子高齢化は日本全体で進行している現象で，人
口増加を続ける福岡市の状況が特異なのであり，多く
の日本の都市・町村では人口減少が常態化しているか
らである2）．
　次に，図3で高齢化の状況を見ていこう．北九州市
の高齢化率（総人口に占める65歳以上の老齢人口の
比率）は1980年の8.7％から増加を続け，2010年には
25.1%となり，全国平均（22.8％）以上となっている．
福岡市も高齢化は進行しているが，その速度は緩慢で
2010年には17.6％程度で全国平均を大きく下回って
1）辰巳[2013]参照．
2）人口が増加している地方の大都市としては，福岡市のほか
に札幌市もあげられる．北海道全体の人口は減少しているが，
札幌市の人口は1960年以降2000年まで増加を続けている．播
磨谷・平澤[2004]を参照のこと．
図1　福岡県・北九州市・福岡市の人口の推移
図2　北九州市・福岡市の人口シェアと増加率の推移
（注）北九州市・福岡市は左目盛り．福岡県は右目盛り．尚，北九州市の発足
は1963年であり，それ以前は合併する門司市・小倉市・戸畑市・八幡市・若
松市の5市の人口の合計値を示している．
（資料）総務省統計局「国勢調査報告」（出所）福岡県．
（注）北九州市・福岡市の人口シェアは各市の人口÷福岡県の人口で算出．左
目盛り．北九州市の人口増加率は右目盛り．尚，北九州市の発足は1963年で
あり，それ以前は合併する門司市・小倉市・戸畑市・八幡市・若松市の5市の
人口の合計値から算出した．
（資料）総務省統計局「国勢調査報告」（出所）福岡県．
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いる．このように，高齢化の面においても福岡市と北
九州市の状況は大いに異なることがわかる．ただし，
高齢化率でも全国平均に近似するのは北九州市の方で
あることから，北九州市の人口減少・高齢化は，日本
全体の人口動態の縮図だとみるべきであろう．
（２）北九州市の人口増加（減少）の特徴
　前節で見た北九州市の人口増加の特徴について，社
会増加（人口の転出入）と自然増加（出生－死亡）に
分けてみてみよう（図4参照）．北九州市の自然増加
数は逓減してはいくものの，1963年以降2003年にマ
イナスに転じるまで実はどの年もプラスで推移してい
たのである．一方，社会増加数は1965年にマイナス
に転じると，1968年に14,558人と最大の減少（転出
超過）となり，その後その減少幅はやや縮小はするが，
1970年代後半から1990年頃まで6,000 ～ 10,000人程
度の減少（転出超過）となって推移した．1990年代
から減少幅は縮小し3,000人程度にはなるが，減少（転
出超過）は続いた．2000年代にはさらに減少幅は縮
小するようになって現在に至っている．すなわち，北
九州市の人口が長期的に減少していった要因の大部分
は，人口の転出超過（社会減少）にあったのである．
福岡県の自然増加数は，その減少のテンポにおいて北
九州市の自然増加数とほぼ同様であり，2010年に初
めてマイナスとなっている．福岡県の社会増加は
1974年以前および1984年～ 88年頃でマイナスになっ
てはいるが，ほとんどの年でプラス，すなわち転入超
過となっている．
　北九州市の社会増加数がマイナス，すなわち転出超
過が1960年代後半から長期間続いているのは，高度
経済成長が終わり，日本全体の産業構造が工業からサ
ービス業へとシフトする一方で，北九州市の産業構造
の転換が遅れて依然工業中心だったからであろう．こ
図3　北九州市の高齢化率の推移
図4　自然増加数・社会増加数の推移（福岡県・北九州市）
（資料）平成22年までは総務省「国勢調査」（各年10月1日現在，年齢不詳人口
は除く）．  
（出所）北九州市および福岡市ホームページ．
（注）北九州市については左軸，福岡県は右軸．
（出所）厚生労働省「人口動態統計(確定数）の概況」，総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告年報」．
3）マイナス，すなわち転出超過となったのは2007年（▲2125人）
と2008年（▲3286人）の2年間のみであった． 
4）播磨谷・平澤[2004]は，札幌市の1985-2002年の期間の人口
増加は，道内経済の停滞によって，道内から人口流入があっ
たことが大きく影響していることを指摘する．この時期の北
海道や九州といった地方経済の停滞は，地方の中心都市にそ
の他近隣地域から人口が転出していくという形になって表れ
ていったと見られよう．
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の点については後に詳しく検討するが，その結果，自
然増加数はプラスではあったにも関わらず，人口流出
があったために北九州市の人口は減少していったとみ
られる．他方，福岡県の人口がプラスであったのは，
自然増加数がプラスであったことのほかに，社会増加
数がプラスであったことも大きい．特に1990年代以
降現在まで概ねプラスであり3），バブル経済崩壊後の
いわゆる「失われた20年」の中でも福岡県への転入
超過が続いていたのである．これは，地方経済の低迷
によって雇用状況も不安となり，福岡県以外の九州地
方を中心に，福岡県，中でも中心都市である福岡市に
雇用等を求めて人口が流入していったことが大きいの
ではないかと見られる4）．
３．北九州市の経済構造とその変化
（１）市内総生産の県内シェアおよび成長率
　本節では北九州市の経済構造について，主に2000
年代以降を中心にやはり福岡市と対比しながら考察す
る．先ず，北九州市の市内総生産は約3.7兆円（2010
年度）で，福岡県全体（約18.0兆円，2010年度）の
20%程度を占める（図5）．福岡市は約6.5兆円（約36％）
であり，2000年代以降で北九州市と福岡市の県内シ
ェアに大きな変化はない．次に市内総生産成長率の推
移をみると（図6），2000年代初めの景気回復期にお
いては，福岡市の方で成長率がプラスに転じた時期も
早い一方，北九州市はやや出遅れるとともにその水準
も低く推移していた．しかし，2007年の景気回復時
のピークにおいては，北九州市の市内総生産成長率は
福岡市を上回るとともに全国（GDP成長率）を上回
る高い成長率となった．しかし，2008年の世界金融
危機による成長率の落ち込みは福岡市よりも大きく，
2010年度の回復は福岡市でまだマイナス成長率であ
るにも関わらず，北九州市はプラスで全国を上回る高
い成長率を示した．
　このように，北九州市の成長率の変動が福岡市より
も激しいのは，後に見るように，産業構造において工
業の占める割合が福岡市よりも圧倒的に高いために景
気変動の影響を受けやすかったことが大きいと見られ
る．福岡市は景気変動に左右されにくいサービス業の
比率が高いために成長率も比較的安定していたのであ
る．特に，金融危機後に世界経済が収縮し，円高が急
速に進んだ2008，09年度の時期は，輸出も大きく後
退したため，工業を中心とする北九州市経済は大きな
影響を受けたようにみられる．逆に，その後の景気回
復時には，落ち込みが大きかった分，成長率も高くな
ったのであろう（この点については後に詳細に検討す
る）．
　このような北九州市経済の特徴を，いくつかの指標
で福岡市と対比しつつ見てみよう（表1）．福岡県に
おける北九州市と福岡市のシェアとともに示している．
既にみたように，北九州市の人口は福岡県全体の19%
であるが，世帯数・民営総事業所数のような人口に関
連する指標，商店年間販売額など消費やサービス業に
関連する指標や地方税収額など地方公共団体の規模に
関する指標などは，いずれも20%前後となっているこ
とが分かる．しかし，北九州市の工業製品年間出荷額
は38.9％であり，福岡市の同指標の比率が10.3％と非
常に低いことから，福岡県において北九州市に工業機
能が高度に集積していることが窺える5）．ただし，そ
のような工業都市としての北九州市の特徴も変化して
きたことを松田[2008]は指摘している．日産自動車や
トヨタ自動車が進出したのは北九州市ではなくその周
辺の新興工業地域であり，その下請け企業なども進出
したこともあり，周辺地域が発展していくことになっ
た．このため，北九州市からそれら新興工業地域への
通勤者は次第に増加し，北九州市は都市的な居住地と
しての機能を提供するようになったという．北九州市
図5　市内総生産の福岡県内シェアの推移および
2010年度の県内シェア
（出所）『平成22（2010）年度　福岡県民経済計算』より筆者作成． （出所）『平成22（2010）年度　福岡県民経済計算』，『平成22年度北九州市の
市民経済計算』より筆者作成．
図6　市内・県内・国内総生産成長率の推移
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は工業都市としての特徴を有し，人口減少とともに衰
退していることも顕著であるが，このように周辺地域
との連携を通してみれば，また異なる都市像を考える
こともできるかもしれない6）．
（２）事業所数・従業者の変化
　次に北九州市の産業の状況を事業所数・従業者数の
構成，推移からみていく（表2，3）．2000年代前半（2001
～ 06年）の事業所数の総数は4987箇所減少している
（変化率で示すと9.5％の減少）．第2次・第3次産業の
いずれも減少し，個別業種では不動産業・物品賃貸業
以外の業種でいずれも減少している．この時期は景気
が回復局面にあるにも関わらず，第3次産業は減少し
ていたのである．特に，実数の大きい卸売・小売業，
飲食業やサービス業で大きく減少していることが，事
業所数の減少に大きく寄与しているように見られる．
このように事業所数の減少のために，従業者数も
2000年代前半に19,943人減少（4.3％の減少率）して
いる（表3）．従業者数も同様に，第2次産業を中心に
減少しているが，中でも製造業・建設業の減少が目を
引く．運輸・通信業はやや増加し，サービス業は4％
ほど増加している．
　2000年代後半（2006 ～ 09年）においては，事業
所数の総数は558箇所増加している（1.2％の増加）．
第2次産業はいずれの業種も増加しているが，建設・
製造業で事業所数増加は顕著で，従業者数の増加に貢
献したように推察される．携帯電話等の普及などによ
り情報通信業の増加が著しく，またサービス業におい
ては特に医療・福祉での事業所数の増加が著しい．こ
れは高齢化の進展を反映して，高齢者福祉施設や介護
施設等の増加が寄与したものと考えられよう．従業者
数も2000年代後半には増加し，43,301人増加してい
る（9.7％の増加）．業種では医療・福祉，宿泊・飲食
業，運輸・郵便業での増加が著しい．また第2次産業
では製造業の増加が貢献している．
　次に，表4で従業者規模別（民営）に事業所数・従
業者数の推移を見てみると，2000年代前半には事業
所総数は9.5％ほど減少している．特に従業員99人以
下の小企業・零細企業での減少が目立つ（ただし，従
業員規模20-29人の事業所は増加している）．逆に，
100人以上の事業所ではいずれも増加している．この
ことは従業者数の増減にも反映され，99人以下の事
業所では従業者数は概ね減少する一方，100人以上の
事業所では増加する結果となっている．2000年代後
差が非常に大きいことを考え合わせると，単に卸売業の集積
だけでなく，県内や九州全体での本社や中枢管理機能の集中
も起きていることを示すものと考えられる．
6）松田[2008]は，「工業都市であった北九州市が周辺の新興工
業地域従業者の居住地となることは，北九州市の新たな未来
と可能性を予見する」と指摘している．
5）表１の商店年間販売額は小売業・卸売業の合計販売額である．
福岡市の小売業商店年間販売額の県内シェアが35.6％と北九
州市よりも非常に高く，また，商店年間販売額の県内シェア
が62.9％と圧倒的に高いことから，福岡市で高度に商業機能
が集積していることを窺わせる．また，商店年間販売額と小
売業商店年間販売額の差が卸売業の販売額を概ね示し，その
表1　北九州市の主要経済関連指標
（注）シェアは%．
（資料）面積は国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」，人口は国勢調査，世帯数は住民基本台帳人口要覧，就業者
総数は国勢調査，民営総事業所数は経済センサス基礎調査，課税対象所得は総務省「統計でみる市区町村のすがた」，農
業産出額は生産農業所得統計，工業製品年間出荷額は工業統計表，小売業総商店数，小売業商店年間販売額，商店年間販
売額は商業統計，新設着工住宅数は建設着工統計調査，乗用車総保有台数は自動車検査登録情報協会「市区町村別自動車
保有車両数」，地方税収入額，歳出は総務省「市町村別決算状況調」．
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半では事業所数，従業者数の総数はいずれも増加して
いる．1-4人程度の零細事業所は，事業所数・従業者
数ともに減少しているが，5人以上では，事業所数・
従業者数ともに増加している．規模の大きな事業所で
の事業所数の増加率が比較的大きいことから，従業者
数の増加にも貢献したように推察される．4人以下の
零細事業所は，いわゆる商店街の個人商店のような形
態の事業所が多いであろう．高齢化の進行により，こ
のような事業所では，後継者がいないために，廃業す
る店舗が多いことから，事業所数・従業者数の減少に
つながっているのであろう．
　このように，北九州市の事業所や従業者数は2000
年代の後半に100人以上やサービス業，製造業の事業
所を中心にやや持ち直しているように見えるが，高齢
化や人口減少の影響が窺え，この状況がこのまま維持
されるのかは，楽観視できないようにみられる．
４．産業別成長率に関するシフトシェア分析
（１）産業別総生産構成・増加率の推移
　前節で北九州市の市内総生産の推移について考察し，
産業別の事業所数・従業者数について考察してきたが，
本節では，2005年度から2011年度における北九州市
の産業別総生産の構成とその増加率の推移について検
表2　北九州市の産業（大分類）別事業所数の推移
（出所）総務省統計局「事業所・企業統計調査」および「平成21年　経済センサス基礎調査」．
表3　北九州市の産業（大分類）別従業者数の推移
（出所）総務省統計局「事業所・企業統計調査」および「平成21年　経済センサス基礎調査」．
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表4　北九州市の規模別事業所数（民営）の推移
（出所）総務省統計局「事業所・企業統計調査」および「平成21年　経済センサス基礎調査」．
討しよう．表5は経済活動別総生産の構成比の推移を
示している．2005年度から2011年度までの構成比の
変化として特徴的なのはサービス業の増加が最大
（+2.9ポイント）となっていることである．これはど
の産業の構成比変化よりも大きい．他方，減少した産
業は特定の業種だけが大きく減少しているのではなく，
いくつかの業種で減少している．その中でも大きく減
少しているのは，建設業（-1.3ポイント）・金融・保
険業（-1.2ポイント）である．
　表6は，北九州市の経済活動別の成長率を示してい
る．前節でも見たように，この期間は2008年の世界
金融経済危機の時期を含んでいるために，成長率の変
化が大きいことを指摘したが，それは北九州市の産業
別の成長率でも影響が表れていることが分かる．この
期間の中で製造業もサービス業もいずれも平均成長率
はプラスとなっているが，その標準偏差に大きな差異
があることを確認できよう．製造業の成長率の変動は
激しく，サービス業の成長率はより安定していたので
ある．
（２）シフトシェア分析
　このように，北九州市の産業別の成長率は産業によ
って差異があることや，同じ産業でも年度により大き
く変動していること，またサービス業の構成比が徐々
に増加してきていることが分かった．一方，前節でみ
たように，北九州市の成長率が，全国や福岡県と比較
して差異が観察されることなどから，全国・福岡県と
北九州市で産業構成にも相違があることが容易に推察
されよう．
　本節では，これらの差異について地域経済分析の手
法のひとつであるシフトシェア分析を用いて，北九州
市の成長率について考察する．
　シフトシェア分析は，地域経済の成長分析や産業構
造の変動分析などに用いられてきた手法であり，先行
研究も加藤[1996]，松田[2008]，島根県[2011]，小林
[2004]等，多く存在する．経済成長の要因分析におい
ては，地域経済の成長率を，全国成長要因，産業構造
要因，地域特殊要因の3つに分解して，各要因の寄与
を明らかにすることで考察する（詳細は補論を参照）．
　以下では，北九州市の2006年度から2010年度まで
の産業成長率を各要因に分解し，全国成長要因以外の
2つの要因について産業別の寄与度をみることで，北
九州市の産業成長率への影響を検討していく．
　図7をみると，地域特殊要因と全国成長要因の寄与
度が大きいが，その正負の方向は年によって異なり，
錯綜していることが分かる．地域特殊要因は2006年
度と2009年度で負の寄与となる一方，2007，08，10
年度ではプラスの寄与となっている．産業構造要因は
絶対値としてあまり大きくはなく，この時期の北九州
市の成長率の中では，副次的な位置づけにあったとい
えよう．詳細に見ると，地域特殊要因は景気が回復し
ていた2007年度には成長率をさらに押し上げるよう
に働いている．金融危機によって経済成長が落ち込ん
だ2008年度には成長率を下支えする役割を果たした
が，2009年度の景気後退時には一転して成長率をさ
らに低下させる要因となった．しかし，2010年度に
は再び地域特殊要因は成長を押し上げる寄与をしてい
る．
　次に，この期間（2006 ～ 10年度）の産業構造要因
および地域特殊要因の産業別内訳の平均値を図8で示
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す．産業構造要因をみると，プラスの寄与度はサービ
ス業，不動産業が，マイナス寄与度では製造業，金融・
保険業，卸売・小売業が目立っている．これは，サー
ビス業，不動産業の全国成長率が全産業平均成長率よ
り高い一方で，製造業，金融・保険業，卸売・小売業
の全国成長率がマイナスであり，全国の全産業平均成
長率よりも各産業の成長率が低いことが影響し，全国
的な産業間の成長率格差の動向を反映したものとなっ
ている．この期間（2006 ～ 10年度）の産業成長率（産
業構造要因の合計：市内総生産の項目で示される）は
これら要因を打ち消しあった結果，プラス・マイナス・
ゼロとなっている．
　地域特殊要因は製造業で0.8％となり，他よりも圧
倒的に大きなプラスの寄与度を示す一方で，マイナス
の寄与度は不動産業の-0.4％，情報通信業の-0.2％の
ほか，建設業，卸売・小売業もマイナスとなっている．
表5　北九州市の経済活動別市内総生産（名目）の構成比
表6　北九州市の経済活動別市内総生産（名目）の成長率
（注）構成比変化は2005年度と2011年度の差異を示す．
（出所）内閣府「国民経済計算」．
（注）平均成長率は2005年度から2011年度までの平均を示す．
（出所）内閣府「国民経済計算」．
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この結果，製造業の大きなプラス寄与を他の多くの業
種で相殺する形となり，全体では0.1％のプラス寄与
度となっている（市内総生産の項目で示される）．
2005 ～ 11年度までの期間で製造業は全国ではマイナ
ス成長（平均-2.3％）であったが，北九州市の製造業
の成長率はプラスで（+0.3％，表6参照），また製造業
の構成比は前節で見たように産業の中でも比較的大き
いために，高い寄与になったものと考えられる．
　以上をまとめると，産業構造要因は，全国的な産業
の盛衰の影響を受けているが，概ねプラス・マイナス
が相殺された形となっている．一方，北九州市の地域
特殊性を反映したものとなっている地域特殊要因は，
2006 ～ 10年度の期間で平均的にはプラスの寄与にな
っているが，プラス成長率を押し上げたり，あるいは
マイナス成長率をさらに押し下げるなど，より変動を
大きくした効果もあったことも分かった．
　以上の結果から，近年の北九州市の成長率には地域
特殊要因がもたらす影響が大きく，成長率の振幅を増
幅する効果があったことが指摘される．長期的には北
九州市の産業構造においてもサービス業の比率が緩や
かに上昇しているが，製造業が成長率にもたらす影響
は依然大きく，今後も製造業の動向については注視し
ていくことが必要であるといえる．福岡市の産業構造
に関するシフトシェア分析との比較など，さらに深化
させるべき論点はあるが，それは今後の課題としたい．
図7　市内産業成長率のシフトシェア要因分解
（出所）内閣府「国民経済計算」，総務省統計局「事業所・企業統計調査」および「経済センサス基礎調査」
等より筆者作成．
図8　市内産業成長率の産業別シフトシェア要因分解
（注）2006 ～ 2010年度までの年度別・産業別シフトシェア要因の期間平均値を示す．
（出所）内閣府「国民経済計算」，総務省統計局「事業所・企業統計調査」および「経済センサス基礎調査」
等より筆者作成．
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５．まとめと今後の課題
　本論では，人口と産業構造から北九州市の経済構造
について分析してきた．長期的な経済成長に影響する
と見られる人口構造については，人口減少・高齢化が
進んでいることを確認した．また，事業所数・従業者
数は減少傾向にあることが示された（ただし，2000
年代後半からはやや持ち直していることも示された）．
産業の中でも，需要変動や輸出変動の影響を受けやす
い製造業の比率が高いために，北九州市の経済成長率
の変動をより大きなものとすることも示された．サー
ビス業の比率の上昇は経済成長率の変動を抑制する効
果を持つかもしれないが，同時に大規模な事業所が少
ない産業であるため雇用面での吸収力が大きくないこ
と，また，成長率も一時的にも大きくなることも少な
いと見られることから，低成長が続くことも懸念され
る問題でもある．
　本稿では北九州経済の特徴を産業面，人口面から分
析し，その特徴を福岡市と対比する形で明らかにして
きた．しかし，今後に残された課題が多く存在するの
も事実である．本稿では主に記述統計量で検証をして
きたが，さらなる計量分析を試行することも考えられ
よう．また，人口や産業以外の側面からの分析もまた
考えられる．さらに，産業と金融面，特に地域金融と
の関係について分析したり，他都市・他地域との比較
を行って特徴を明らかにするなど，さらに検討すべき
テーマがあると考える．これら今後の課題に留意し，
さらなる研究を進めていきたい7）．
（補論）
　シフトシェア分析は，地域経済の成長率を，様々な
要素に分解してその寄与度から分析する手法であり，
様々な分野に適用可能である．島根県[2011]は　県内
経済成長率に適用しているし，松田[2008]は産業別就
業者構成に適用して分析している．ここでは島根県
[2011]をもとに，シフトシェア分析について説明して
おく（本稿で用いた分析も島根県[2011]と同じ方法で
ある）．地域経済の成長率を産業別の成長率寄与度で
表すと以下の（1）のように表すことができる．
：期首における地域の全産業の総生産
：期首における地域の各産業の総生産（ は産業の
種類，以下同）
：地域の全産業の成長率
：地域の各産業の成長率
：全国の全産業の成長率
：全国の各産業の成長率
　ここで， は「全国成長要因」である．全国成長要
因は，全国の全産業の成長率で，各産業の合計は，地
域にかかわらず同値となる．
　第2項が「産業構造要因」である．「産業構造要因」は，
全国の各産業の成長率と全国の全産業の平均成長率と
の差に，地域の各産業の構成比を乗じて求めている．
　第3項が「地域特殊要因」である．「地域特殊要因」は，
地域の各産業の成長率と全国の同種産業の成長率との
差に，地域の各産業の構成比を乗じて求めている．
　本論では，以上の各項からそれぞれの要因の寄与度
を求めて分析を行っている．
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